
で
は
な
い

2026年（令和8年）10月1日、パートタイム・有期雇用労働法関係の改正省令・告示が施行・適用され、
同一労働同一賃金のルールが新たな段階に入る。対象は非正規社員を1人でも雇用する全企業で、企業
規模による猶予はない。労働条件通知書への明示事項の追加、そして2020年の施行以来はじめて同一
労働同一賃金ガイドラインが改正され、退職手当や家族手当、住宅手当など6つの待遇が新たに具体化
された。ここまでは一般の解説記事でも広く報じられている内容だ。だが見落とされがちな点がある。
同じ10月1日には、労働者派遣法側でも同一労働同一賃金に関わる改正が同時に施行される。「うちは
派遣会社だから今回は関係ない」――そう考えている読者がいるとすれば、それこそが本特集で解いて
おきたい誤解である。制度の全体像から、人材ビジネス事業者ならではの実務対応まで整理する。

特集

見直し
「同一労働同一賃金」
―2026年10月、

同一労働同一賃金ガイドライン （ ※※ ） の主な改正事項 （※）短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の

禁止等に関する指針（平成30年厚生労働省告示第430号）

１ 裁判例を踏まえた記載の見直し

•賞与・退職手当の性質・目的として、労務の対価の後払い、功労報償等の様々な性質・目的が含まれる。

• これらの性質・目的が妥当するにもかかわらず、非正規雇用労働者に対し、通常の労働者との間の職務の内容等の相違に応じた均衡のとれ

た内容を支給しない場合、不合理と認められるものに当たりうることに留意。【記載の充実（賞与）】【新規追加（退職手当）】

通常の労働者と業務の内容が同一の非正規雇用労働者には、通常の労働者と同一の無事故手当を支給。【新規追加】

労働契約の更新を繰り返している等、相応に継続的な勤務が見込まれる非正規雇用労働者には、通常の労働者と同一の家族手当を支給。【新規追加】

住宅手当であって、転居を伴う配置の変更の有無に応じて支給されるものについて、通常の労働者と同一の転居を伴う配置の変更がある非正

規雇用労働者には、通常の労働者と同一の住宅手当を支給。【新規追加】

労働契約の更新を繰り返している等、相応に継続的な勤務が見込まれる非正規雇用労働者にも、通常の労働者と同一の病気休職・休暇（療

養への専念を目的とした休暇に限る）期間に係る給与を保障。【記載の充実】

非正規雇用労働者にも、通常の労働者と同一の夏季冬季休暇を付与。【新規追加】

褒賞であって、一定の期間勤続した労働者に付与するものについて、通常の労働者と同一の期間勤続した非正規雇用労働者には、通常の労

働者と同一の褒賞を付与。【新規追加】

事業主が通常の労働者とパートタイム・有期雇用労働者との間の相違の解消をしようとする場合に、パートタイム・有期雇用労働法の目的に鑑みれば、通常の

労働者の労働条件を不利益に変更することなく、パートタイム・有期雇用労働者の労働条件の改善を図ることが求められる旨を明確化。

２ 通常の労働者の待遇引下げによる待遇の相違の解消に係る記載趣旨の明確化３ パートタイム・有期雇用労働法第８条の「その他の事情」の明確化

行政通達で示されている「その他の事情」の具体例（職務の成果、能力、経験、合理的な労使慣行等）をガイドラインにも記載。また、事業主がパートタイ

ム・有期雇用労働者の意向を十分に考慮せず一方的に待遇を決定した場合、当該待遇の相違が不合理と認められる事情として考慮されうる旨を明確化。

４ 無期雇用フルタイム労働者等へのガイドラインの趣旨の波及

無期雇用フルタイム労働者について、パートタイム・有期雇用労働法に規定するパートタイム・有期雇用労働者には該当しないが、これらの労働者との労働契

約を締結・変更する際の「均衡の考慮」に当たっては、ガイドラインの趣旨が考慮されるべきであること等を記載。

退職手当

病気休職・休暇

家族手当

住宅手当

夏季冬季休暇

褒賞

無事故手当

※「通常の労働者」：いわゆる正社員等 「非正規雇用労働者」：パートタイム、有期雇用、派遣労働で働く者

賞与

通常の労働者と短時間・有期雇用労働者との間に待遇の相違がある場合において、その要因として当該待遇を行う目的に「通常の労働者としての職務を遂行

しうる人材の確保及びその定着を図る」等の目的があったとしても、当該目的があることのみをもって直ちに 当該待遇の相違が不合理ではないと当然に認め

られるものではない旨を記載。

＜待遇に関する記載＞

＜いわゆる「正社員人材確保論」＞

５ その他
平成30年の法改正の趣旨（不合理性は個々の待遇ごとに判断）の明確化、労使による待遇の体系についての議論に当たっての非正規雇用労働者の意向の考慮等

ガイドラインの派遣労働者・協定対象派遣労働者に関する記載も、パートタイム・有期雇用労働者と同様の見直し

適用期日：令和８年10月１日

パート
タイム

・有期
雇用労

働法施
行規則

／雇用
管理指

針の主
な改正

事項
施行／適用期日：令和８年10月１日

パートタ
イム・有

期雇用労
働法施行

規則（短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律施行規則（平成５年労働省令第34号））

法第６条第１項による労働条件明示事項に、事業主に法第14条第２項の規定による説明を求めることができる旨を追加。

雇用管理
指針（事業主が講ずべき短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針（平成19年厚生労働省告示第326号）

以下の事項を雇用管理指針に追加。

• 雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当たって、職業能力開発促進法についても適用があることを認識し遵守しなければならないこと。（第２の１）

• 職務の内容や成果等を公正に評価して昇給に反映する等、公正な評価に基づき賃金を決定することが望ましいこと。（第２の３）

• パートタイム・有期雇用労働者の過半数を代表する者（パ有過半数代表）は、次のいずれにも該当する者とすること。（第３の１⑴）

イ 労働基準法第41条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと

ロ 法第７条の規定により意見を聴取される者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であって、事

業主の意向に基づき選出されたものでないこと

• パ有過半数代表として正当な行為をしたこと等を理由として不利益な取扱いをしないようにしなければならないこと。（第３の１⑵）

※改正前は「不利益な取扱いをしないようにするものとする」と規定されていたものを改正。

• パ有過半数代表が事務を円滑に遂行することができるよう必要な配慮（事務スペース・事務機器の提供等）を行わなければならないこと。（第３の１⑶）

• 物品販売所、病院、診療所、浴場、理髪室、保育所、図書館、講堂、娯楽室、運動場、体育館、保養施設、駐車場等の施設の利用に関する便宜の供与の措

置を講ずるように配慮しなければならないものとすること。（第３の３）

• 法第13条の正社員転換推進措置を講ずるに当たっては、通常の労働者への転換のための制度を設けるとともに複数の措置を講ずることが望ましいこと。ま

た、面談やメール等の活用により、パートタイム・有期雇用労働者の意向を確認し、意向に配慮しなければならないものとすること。（第３の４）

• パートタイム・有期雇用労働者に待遇の相違の内容等を説明するに当たっては、「資料を活用し、口頭により説明する方法」又は「説明すべき事項を全て

記載した短時間・有期雇用労働者が容易に理解できる内容の資料を交付する等の方法」によるものとすること。また、資料を活用し、口頭により説明する

場合には、説明に活用した資料等を交付することが望ましいこと。さらに、交付することが困難な場合であっても、パートタイム・有期雇用労働者から事

後に求めがあったときは当該資料を閲覧させる等の工夫をするように努めるものとすること。（第３の５⑷）

• 法第14条第２項の規定による説明の求めがない場合であっても、労働契約の更新の際等に、待遇の相違の内容等について容易に理解できる内容の資料を交

付することや、待遇の相違の内容等について説明を求めることができることを周知すること等が望ましいこと。（第３の５⑸）

• 雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当たっては、パートタイム・有期雇用労働者との話合いの機会を設けること又はアンケートを実施すること等

により、意見を聴く機会を設けるための適当な方法を工夫するように努めるものとすること。（第３の６）

• 事業主は、通常の労働者への転換制度の内容、転換実績等に関する情報をパートタイム・有期雇用労働者に明示するよう努めるとともに、公的機関のウェ

ブサイト又は自ら管理するウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により定期的に公表することが望ましいこと。（第３の８）
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10

「同一労働同一賃金」　 見直し
―2026年10月、「派遣は対象外」ではない

さらに

に
新
た
に
雇
い
入
れ
る
、
ま
た
は
契
約

を
更
新
す
る
非
正
規
社
員
が
対
象
で
、

す
で
に
雇
用
し
て
い
る
従
業
員
全
員
に

一
律
で
通
知
書
を
出
し
直
す
義
務
ま
で

は
求
め
ら
れ
て
い
な
い
。

第
二
に
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
が
改
正
さ
れ
る
。
2
0
2
0

年
4
月
の
施
行
以
来
、
初
め
て
の
改
正

と
な
る
。
こ
れ
ま
で
賞
与
や
基
本
給
を

中
心
に
語
ら
れ
が
ち
だ
っ
た
同
一
労
働

同
一
賃
金
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
、
退
職
手

当
、
無
事
故
手
当
、
家
族
手
当
、
住
宅

手
当
、
夏
季
冬
季
休
暇
、
褒
賞
と
い
う

6
つ
の
待
遇
が
新
た
に
具
体
化
さ
れ

た
。
賞
与
や
病
気
休
職
に
つ
い
て
も
、

既
存
の
記
載
が
よ
り
充
実
し
た
。
過
去

の
最
高
裁
判
例
の
積
み
重
ね
を
踏
ま

え
、「
問
題
と
な
る
例
」「
な
ら
な
い
例
」

が
よ
り
具
体
的
に
示
さ
れ
て
い
る
点
が

特
徴
で
あ
る
。

第
三
に
、
雇
用
管
理
指
針
の
改
正
で

あ
る
。
待
遇
差
の
説
明
方
法
や
正
社
員

転
換
の
推
進
な
ど
、
望
ま
し
い
雇
用
管

理
の
あ
り
方
が
よ
り
具
体
化
さ
れ
た
。

こ
れ
ら
は
事
業
主
に
求
め
ら
れ
る
取
組

を
示
す
内
容
で
あ
り
、
事
業
主
の
姿
勢

を
測
る
一
つ
の
物
差
し
に
な
る
。

対
象
範
囲
も
改
め
て
確
認
し
て
お
き

た
い
。
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
（
所
定

労
働
時
間
が
正
社
員
よ
り
短
い
人
）、

制
度
の
全
体
像

―
―
何
が
、
い
つ
か
ら
変

わ
る
の
か

01今
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は
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2
0
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28
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公
布
さ
れ
、
同
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1
日
か

ら
施
行
・
適
用
さ
れ
る
。
同
一
労
働
同

一
賃
金
の
施
行
か
ら
5
年
が
経
過
し
た

こ
と
を
踏
ま
え
、
2
0
2
5
年
2
月
か

ら
労
働
政
策
審
議
会
の
同
一
労
働
同
一

賃
金
部
会
で
見
直
し
の
議
論
が
重
ね
ら

れ
、
同
年
12
月
の
部
会
報
告
を
経
て
、

省
令
・
指
針
案
要
綱
と
し
て
労
働
政
策

審
議
会
に
諮
問
・
答
申
さ
れ
た
結
果
で

あ
る
。
柱
は
大
き
く
3
つ
あ
る
。

第
一
に
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇

用
労
働
法
施
行
規
則
の
改
正
に
よ
り
、

非
正
規
社
員
を
雇
い
入
れ
る
際
の
労
働

条
件
明
示
事
項
に
「
正
社
員
と
の
待
遇

の
相
違
の
内
容
及
び
理
由
等
に
つ
い

て
、
事
業
主
に
説
明
を
求
め
る
こ
と
が

で
き
る
」
旨
が
追
加
さ
れ
る
。
従
来
の

明
示
事
項

―
昇
給
、
賞
与
、
退
職
金

の
有
無
や
相
談
窓
口
な
ど

―
に
加
え

て
、
こ
の
一
文
を
書
面
で
明
示
す
る
こ

と
が
義
務
に
な
る
。
こ
の
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示
を
怠
っ

た
場
合
、
10
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円
以
下
の
過
料
の
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と
な
る
。
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0
2
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年
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月
1
日
以
降

有
期
雇
用
労
働
者
（
契
約
期
間
の
定
め

が
あ
る
人
）
を
1
人
で
も
雇
用
し
て
い

れ
ば
、
会
社
の
規
模
を
問
わ
ず
今
回
の

改
正
の
対
象
に
な
る
。
従
業
員
数
十
名

の
会
社
で
あ
っ
て
も
、
パ
ー
ト
ス
タ
ッ

フ
が
1
人
い
る
だ
け
で
対
象
と
な
る
点

は
、
繰
り
返
し
強
調
し
て
お
き
た
い
。

厚
生
労
働
省
は
こ
の
改
正
に
あ
わ
せ

て
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
や
モ
デ
ル
労
働
条

件
通
知
書
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
新
旧
対
照
表
（
解
説
付

き
）、
Q
&
A
な
ど
を
特
集
ペ
ー
ジ
で

公
表
し
て
い
る
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自
社
の
対
応
状
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を

点
検
す
る
チ
ェ
ッ
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ツ
ー
ル
も
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意
さ

れ
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お
り
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ま
ず
は
こ
う
し
た
一
次
情

報
に
目
を
通
す
と
こ
ろ
か
ら
始
め
る
の

が
確
実
だ
。ま

ず
、
自
社
の
足
元
を
点

検
す
る

02人
材
ビ
ジ
ネ
ス
事
業
者
自
身
も
、
コ

ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
や
事
務
ス
タ
ッ
フ
と

し
て
非
正
規
社
員
を
直
接
雇
用
し
て
い

る
「
雇
用
主
」
で
あ
る
。
ま
ず
は
こ
の

立
場
で
の
対
応
を
整
理
し
て
お
き
た

い
。

実
務
対
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の
第
一
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は
、
労
働
条
件

通
知
書
・
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用
契
約
書
の
見
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し
で
あ

る
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厚
生
労
働
省
は
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で
に
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正
に
対

応
し
た
モ
デ
ル
労
働
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書
を
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表
し
て
お
り
、
必
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に
応
じ
て
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で

き
る
。
人
事
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当
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、
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い
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す
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か
ら
始
め
た
い
。
新
様
式
へ

の
切
り
替
え
は
、
2
0
2
6
年
10
月
1

日
以
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る
、
ま
た

は
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更
新
す
る
タ
イ
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第
二
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、
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遇
そ
の
も
の
の
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検
で

あ
る
。
進
め
方
は
概
ね
3
つ
の
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整
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で
き
る
。
ま
ず
現
状
の
棚
卸

し

―
手
当
や
賞
与
が
正
社
員
だ
け
に

支
給
さ
れ
て
い
な
い
か
を
洗
い
出
す
。

次
に
理
由
の
明
確
化

―
職
務
内
容
の

違
い
や
、
転
勤
・
配
置
転
換
の
範
囲
と

い
っ
た
客
観
的
で
合
理
的
な
理
由
を
言

語
化
す
る
。
そ
し
て
最
後
に
、
そ
れ
で

も
合
理
的
な
理
由
が
説
明
で
き
な
い
格

差
に
つ
い
て
は
、
待
遇
の
改
善
を
検
討

す
る
、
と
い
う
流
れ
だ
。

こ
こ
で
押
さ
え
て
お
き
た
い
大
原
則

が
あ
る
。
格
差
の
是
正
は
、
あ
く
ま
で

非
正
規
社
員
側
の
待
遇
を
引
き
上
げ
る

方
向
で
行
う
の
が
前
提
で
あ
り
、
正
社

員
の
待
遇
を
下
げ
て
格
差
を
縮
小
す
る

こ
と
は
原
則
と
し
て
認
め
ら
れ
な
い
。
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／雇用
管理指

針の主
な改正

事項
施行／適用期日：令和８年10月１日

パートタ
イム・有

期雇用労
働法施行

規則（短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律施行規則（平成５年労働省令第34号））

法第６条第１項による労働条件明示事項に、事業主に法第14条第２項の規定による説明を求めることができる旨を追加。

雇用管理
指針（事業主が講ずべき短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針（平成19年厚生労働省告示第326号）

以下の事項を雇用管理指針に追加。

• 雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当たって、職業能力開発促進法についても適用があることを認識し遵守しなければならないこと。（第２の１）

• 職務の内容や成果等を公正に評価して昇給に反映する等、公正な評価に基づき賃金を決定することが望ましいこと。（第２の３）

• パートタイム・有期雇用労働者の過半数を代表する者（パ有過半数代表）は、次のいずれにも該当する者とすること。（第３の１⑴）

イ 労働基準法第41条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと

ロ 法第７条の規定により意見を聴取される者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続により選出された者であって、事

業主の意向に基づき選出されたものでないこと

• パ有過半数代表として正当な行為をしたこと等を理由として不利益な取扱いをしないようにしなければならないこと。（第３の１⑵）

※改正前は「不利益な取扱いをしないようにするものとする」と規定されていたものを改正。

• パ有過半数代表が事務を円滑に遂行することができるよう必要な配慮（事務スペース・事務機器の提供等）を行わなければならないこと。（第３の１⑶）

• 物品販売所、病院、診療所、浴場、理髪室、保育所、図書館、講堂、娯楽室、運動場、体育館、保養施設、駐車場等の施設の利用に関する便宜の供与の措

置を講ずるように配慮しなければならないものとすること。（第３の３）

• 法第13条の正社員転換推進措置を講ずるに当たっては、通常の労働者への転換のための制度を設けるとともに複数の措置を講ずることが望ましいこと。ま

た、面談やメール等の活用により、パートタイム・有期雇用労働者の意向を確認し、意向に配慮しなければならないものとすること。（第３の４）

• パートタイム・有期雇用労働者に待遇の相違の内容等を説明するに当たっては、「資料を活用し、口頭により説明する方法」又は「説明すべき事項を全て

記載した短時間・有期雇用労働者が容易に理解できる内容の資料を交付する等の方法」によるものとすること。また、資料を活用し、口頭により説明する

場合には、説明に活用した資料等を交付することが望ましいこと。さらに、交付することが困難な場合であっても、パートタイム・有期雇用労働者から事

後に求めがあったときは当該資料を閲覧させる等の工夫をするように努めるものとすること。（第３の５⑷）

• 法第14条第２項の規定による説明の求めがない場合であっても、労働契約の更新の際等に、待遇の相違の内容等について容易に理解できる内容の資料を交

付することや、待遇の相違の内容等について説明を求めることができることを周知すること等が望ましいこと。（第３の５⑸）

• 雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当たっては、パートタイム・有期雇用労働者との話合いの機会を設けること又はアンケートを実施すること等

により、意見を聴く機会を設けるための適当な方法を工夫するように努めるものとすること。（第３の６）

• 事業主は、通常の労働者への転換制度の内容、転換実績等に関する情報をパートタイム・有期雇用労働者に明示するよう努めるとともに、公的機関のウェ

ブサイト又は自ら管理するウェブサイトへの掲載その他の適切な方法により定期的に公表することが望ましいこと。（第３の８）
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